
役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（名）基本報酬 株式報酬

取締役（監査等委員である取締役を除く。）（社外取締役を除く。） 246 205 40 3

取締役（監査等委員）（社外取締役を除く。） 25 25 ― 2

社外取締役 51 51 ― 6
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内部統制・コンプライアンス

基本的な考え方

　コンプライアンスは、企業経営の根幹を支える重要な基

本要素であると認識しています。ツムラグループは生命関

連企業として、社会からの期待にお応えし、信頼される会

社になるため、社員一人ひとりが高い倫理観のもと、コン

プライアンスを遵守する行動を意識し、それが企業文化に

まで醸成されることが重要だと考え、コンプライアンス推

進活動を徹底しています。そのために、事業活動における

基本方針である「サステナビリティ憲章」のもと、「コンプ

ライアンス・プログラム規程」を定め、「コンプライアンス

推進体制」を構築するとともに、定期的に教育、啓発活動

を実施しています。また、グループ内の問題をすみやかに

発見・是正するために、「内部通報制度（ツムラグループ　

ホットライン）」の整備・運用を行っています。

コンプライアンス推進活動

　コンプライアンス委員会では、毎年実施しているアンケー

トの結果や社内外で発生した事案等を踏まえ、毎年度、

コンプライアンス推進活動方針を策定し、取締役会へ報

告しています。各部門およびグループ会社はこの方針に則

り、職場におけるコンプライアンス推進活動の取り組みを

立案し、実施しています。

　また、コンプライアンス意識の醸成のため、全グループ

役職員に対し、計画的に教育を行っています。

　なお、2023年度「ツムラグループ　ホットライン」の利用

件数は25件でした。ホットラインで受け付けた相談・連絡内

容は、定期的にコンプライアンス最高責任者である代表取

締役社長CEO、社内取締役およびCHROへ報告しています。

 
コード・オブ・プラクティス

　企業活動において常に高い倫理性と透明性を確保し、

社会の信頼に応えていくため「ツムラ コード・オブ・プラ

クティス」（以下「ツムラコード」という）を制定しています。

　ツムラコードに基づき設置されている「ツムラコード委員

会」が、「ツムラコード」の管理、運営をすることにより、ツ

ムラ医療用医薬品の情報提供活動を適正に行っています。 

グループ会社の経営管理

　グループ会社の経営管理については、経営企画室におい

て、経営管理体制を整備・統括するとともに「グループ内

取引管理規程」および「関係会社管理規程」を定め、内部

統制システムに関する月次報告を実施しています。

　「関係会社管理規程」では、同規程で定める事前協議事

項について、それぞれの当社所管部門がグループ会社から

事前に承認申請または報告を受ける体制を整えています。

また監査室はグループ会社に対する内部監査を実施してお

り、グループ経営に対応した効率的なモニタリングを実施

しています。

内部監査

　監査室が策定し経営会議にて承認された内部監査計画

に基づき、「内部監査規程」に従った内部監査を実施してい

ます。その結果については、取締役会、経営会議、監査等

委員会、会計監査人への報告を行っています。

内部統制

　監査室が策定し経営会議にて承認された内部統制評価

計画に基づき、金融商品取引法、金融庁企業会計審議会

公表の実施基準および「内部統制規程」に従った「全社的

な内部統制」「業務プロセスの内部統制」「IT全般統制」の

整備状況および運用状況などを継続的に評価しています。

その結果については、取締役会、経営会議、監査等委員

会および会計監査人への報告を行っています。

監査等委員会

　監査等委員は全員が取締役会に出席し、また常勤監査等

委員は経営会議、執行役員会、コンプライアンス委員会、リ

スクマネジメント委員会、サステナビリティ委員会等の重要

会議に出席して、内部統制に係る組織が担当する内部統制シ

ステムの整備、運用状況を確認しています。また、内部監査

部門である監査室、会計監査人、グループ会社の監査役等

と、それぞれ定期的な会合等により緊密な連携を保つととも

に、内部統制に係る組織からの直接的な報告、グループ会社

の役員との情報交換等により、当社およびグループ会社の内

部統制システム全般をモニタリングし、より効率的な運用に

ついて助言を行っています。

　監査等委員会は、代表取締役社長CEOをはじめとする

社内取締役との意見交換会を開催し、当社を取り巻く事

業環境、全社的リスク・課題等の情報交換・認識共有を図っ

ています。また、各執行役員から業務状況の報告を受け、

中期経営計画との整合性、担当部門のリスクなどの確認

をしています。




